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はじめに 

〇 個人の「記憶」に依拠する政治から、「記録」に依拠する政治への転換点。 

〇 民主主義における「アーカイブズ」（文書館）の意義に関する学問的研究の必要性。 

〇 研究分担者として、 

・ 2016－2019年度科学研究費補助金基盤研究（B）「市民社会における記録とアーカイ

ブズの意義に関する国際比較研究」（研究代表者・藤吉圭二追手門学院大学教授） 

・ 2010－2013年度科学研究費補助金基盤研究（B）「国際比較に基づくアーカイブズと

社会の関係に関する総合的研究」（研究代表者・藤吉圭二高野山大学副学長（当時）） 

 

１．民主主義と記録 

○ 公文書管理法（平成 21年法律 66号）の目的 

第 1 条 この法律は、国及び独立行政法人等の諸活動や歴史的事実の記録である公文書等が、健全な

民主主義の根幹を支える国民共有の知的資源として、主権者である国民が主体的に利用し得るものであ

ることにかんがみ、国民主権の理念にのっとり、公文書等の管理に関する基本的事項を定めること等に

より、行政文書等の適正な管理、歴史公文書等の適切な保存及び利用等を図り、もって行政が適正かつ

効率的に運営されるようにするとともに、国及び独立行政法人等の有するその諸活動を現在及び将来の

国民に説明する責務が全うされるようにすることを目的とする。 

○ 行政情報公開法（平成 11年法律 42号）の目的 

第 1 条 この法律は、国民主権の理念にのっとり、行政文書の開示を請求する権利につき定めること

等により、行政機関の保有する情報の一層の公開を図り、もって政府の有するその諸活動を国民に説明

する責務が全うされるようにするとともに、国民の的確な理解と批判の下にある公正で民主的な行政の

推進に資することを目的とする。 

○ 情報公開法と公文書管理法との関係 

 ・ 行政機関の保有する情報は、主権者である国民のものであるという前提。 

 ・ 行政権を委託された行政機関には、主権者から情報を求められたらこれに応じる責

任（responsibility）と説明責任（accountability）が存在する。 

 ・ 情報公開に備えて、適正な公文書の作成・管理・使用が要求される。 

 ・ 情報公開法と公文書管理法は車の両輪。しかし、制度的足並みが揃ったのは、ごく

最近。 
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○ デジタル化と電子政府の課題 

 2018 E-Government Development Index (UN Department of Economic and Social Affairs) 

https://publicadministration.un.org/egovkb/en-us/Data/Compare-Countries 

 ・ 報告書は、政府が行政手続きのオンライン化や業務・システムの最適化、情報セキ

ュリティの強化などを推進していることに加え、「デジタル・ガバメント推進方針」「官

民データ活用推進基本計画」を策定したことなどに言及しており、評価の対象になっ

たようだ。［日経 xTECH 2018年 7月 20日掲載］ 

「行政情報化推進基本計画」 （1994（平成 6）年 12月 25日閣議決定） 

 高度情報通信ネットワーク社会形成基本法（2000（平成 12）年法律第 144号） 

 政府 CIO（内閣情報通信政策監）設置（2013（平成 25）年） 

 官民データ活用推進基本法（2016（平成 28）年法律第 103号） 

「世界最先端 IT 国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」（2017（平成 29） 年 5 月 30 日閣議

決定） 

「デジタル・ガバメント推進方針」（同日高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部・官民データ活

用推進戦略会議決定） 

 ・ 「公共サービスがワンストップで誰でもどこでもいつでも受けられる環境」の実現

を通じて、社会的、経済的、環境的に持続可能性の高い社会の構築（電子行政）。 

 ・ 新産業分野、農業分野、医療健康分野、防災・減災分野、道路交通分野での IT活用。 

 ・ ITを担う人材育成や活躍のための環境等の整備、IT時代に合った規制制度の在り方

を検討。 

 ・ マイナンバーなどの導入、パーソナルデータに関する制度の立案。 

 ・ 情報セキュリティの整備・強化。 

  ⇒ 公文書管理とのリンクは？ 

○ ヴィクトリア州（豪）電子記録戦略（VERS） 

https://www.prov.vic.gov.au/recordkeeping-government/a-z-topics/vers 

 ・ ヴィクトリア州政府全体の記録の電子化・保存についてヴィクトリア州立公文書館

（Public Record Office Victoria）が主導し、統一的な長期戦略のもとで電子化を推進。 

 ・ ①デジタル・ファースト（電子化優先）、②デジタル・フォーエバー（永久保存化）

③デジタル・レコードキーピング・バイ・デザイン（計画的電子記録管理）の 3本柱

で実施。 

○ 国会の最高機関性と国政調査権 

 ・ 国政調査権（憲法 62条） 

 両議院は、各々国政に関する調査を行ひ、これに関して、証人の出頭及び証言並びに記録の提出を要

求することができる。 

 ・ 「国民主権の実質化という観点から、国民の知る権利に仕えるもの、国民に対する

情報の提供、資料の公開といった使命を果たすものとして注目されている。」〔野中俊
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彦・中村睦男・高橋和之・高見勝利『憲法Ⅱ（第 5版）』（有斐閣、2012年）145頁〕。 

 

２．公文書管理の国会中心主義 

〇 憲法と憲法秩序 

・ 憲法＝国家統治の組織と作用に関する基本法（固有の意味の憲法）＞憲法典 

・ 憲法秩序＝固有の意味の憲法によって形成される法秩序 

「憲法秩序は憲法典だけでなく多くの憲法附属法その他の法令によって成り立つものだということ、し

たがって、たとい憲法典は変わらなくても、憲法附属法の改正などを通じて憲法秩序は変わりうる。」〔大

石眞『憲法秩序への展望』（有斐閣、2008 年）3 頁〕 

・ 例えば、小選挙区制を導入した公職選挙法の改正、内閣総理大臣のリーダーシップを

発揮しやすくするように調整権限などを明記した内閣法の改正、などは、憲法秩序の

変動をもたらしたといえる。 

・ 国会＝「国権の最高機関」（憲法 41 条）を実効性のあるものにする法令（憲法附属

法）として、国会法などの法律、衆議院規則、参議院規則、議会慣例などがあり、憲

法秩序を構築している。 

・ 国会法 130 条をさらに具体化し、国立国会図書館の組織と作用に関する規定を設け

る法律として、国立国会図書館法がある。 

国会法 

第 130条 議員の調査研究に資するため、別に定める法律により、国会に国立国会図書館を置く。 

・ 国立国会図書館法も憲法秩序を構成する一要素であると理解できる。 

国立国会図書館法（前文） 

 国立国会図書館は、真理がわれらを自由にするという確信に立つて、憲法の誓約する日本の民主化と

世界平和とに寄与することを使命として、ここに設立される。 

・ 憲法典と一体の法律として制定され、国会とともに憲法秩序を構築する役割を果たす

機関の創設を企図した憲法附属法の一つである。 

・ 当初は、国会隷下の「情報省」としての位置づけ。 

○ 国立国会図書館の役割と支部図書館制度 

国立国会図書館法 

第 20 条 館長が最初に任命された後六箇月以内に行政及び司法の各部門に現存するすべての図書館

は、本章の規定による国立国会図書館の支部図書館となる。なお、現に図書館を有しない各庁において

は一箇年以内に支部図書館を設置するものとする。 

・ 支部図書館制度は、国立国会図書館設立当初に期待された「情報省」の役割を特徴

付ける制度であった。 

「特に支部図書館制度の構想については世界の図書館史上破天荒ともいえる制度であって、三権分立に

こだわる既成の法理論と合致しないものであるが、三権は相干犯するものであってはならないが、又同

時に合反撥するものでなく相互に調和協力を図るべきものであるので、これを図書館活動より始めよう
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ではないかというわけで、両院の委員連はこぞって賛意を表した」。 

〔酒井悌「国立国会図書館法成立の過程」支部図書館館友会編『国立国会図書館支部図書館外史』（支

部図書館館友会、1970 年）12 頁〕 

・ 国立国会図書館は、アメリカ連邦議会図書館・図書館協会からの使節団の助言・協

力の下、アメリカ連邦議会図書館を参考に、行政優位の統治構造を脱するために設け

られた機関。 

・ 「使節団も、支部図書館制度を提言したものの共通の確定したものをもっていなか

ったようにもうけとられる」〔酒井・同上書 13 頁〕。 

「政府情報の公開を基礎づける図書館の原理の具体化としての支部図書館制度は、情報公開をめぐるア

メリカの理想と羽仁〔五郎〕の思想との幸福な結合の所産である」〔蟻川恒正「文書館の思想」現代思

想 32 巻 12 号（2004 年）87 頁〕 

・ 「公開するんじゃなくて、むこうを占領してしまうんだよ」〔羽仁五郎『図書館の論

理―羽仁五郎の発言』（日外アソシエーツ、1981年）60-61頁〕。 

・ しかし、蟻川は、その制度設計上の不備を次のように指摘する。「国立国会図書館を

して統治情報の公開のための制度の先駆けたらしめようとした羽仁の企図の不首尾

の要因の一つは、その鍵になるはずの支部図書館制度を、文書館の原理によってでは

なく、図書館の原理によって設計しようとした点にある」〔蟻川・同上 91 頁〕。 

「秘匿的な行政官庁からの文書の『占領』のための技術、文書群の原秩序を保持した形での整理・保存

への指向性、開示に際しての個人のプライヴァシー情報の点検と対処等は、いずれも、図書館の原理に

よっては要請されない。文書館の原理に固有の専門技術性（expertise）に由来する諸契機である。これ

らの諸契機は、たしかに、手段的なものである。しかし、これらの諸契機こそが、統治情報の公開とい

う制度を支える技術となるのである。」〔同上〕 

・ なぜ支部図書館制度は形骸化したのか。 

（１）文書館の論理と図書館の論理の取違え。 

（２）専門的技術を有する職員の欠如。 

（３）立案者の有する構想の理解者不足。 

・ 国立国会図書館を「情報省」とする構想は、立法府の下に行政機関を置くことにな

り三権分立に反する？そもそも無理のある仕組みであったのか？ 

・ 東京電力福島原子力発電所事故調査委員会法（平成 23年法律 112号） 

・ 政府の事故対応への不信感を背景に、議院法制局の反対を押し切り、超党派の議員

の賛同で設置。国会議員が構成員とならず、調査権を有する機関の設置は異例。 

「国会の新たなる在り方を生み出す動きを創り出してくれることを、私は確信している。」〔塩崎恭久

『「国会原発事故調査委員会」立法府からの挑戦状』（東京プレスクラブ新書、2011年）141頁〕 

・ 国立国会図書館の設立趣旨に立ち返るべき。 

・ 羽仁五郎の「占領」構想は、国政調査権を背景に、内閣府の下にある国立公文書館の

組織・機能を、国立国会図書館と連動させ、支部図書館制度を通じて、公文書の作成・
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管理・使用・処分に至る文書のライフサイクルの監理を行わせることで実現しうる（公

文書管理の国会中心主義）。 

・ 国会はそのようにして作成・保管された公文書をどのように活用すべきか。 

 

３．議会調査権と「委員会の論理」 

〇 理想の議会像・再訪 

・ 中井正一は、「世界の現段階の文化は、もはや知識は大きな組織で集団的共同研究の

形で政治に役立つものとならなければならないことを示しつつある。米国の国会図書

館の機構は、正に知識が組織機構の形で政治に奉仕する実験をしている」として図書

館の社会的意義を示している〔中井正一「知識と政治の遊離」中井浩編『中井正一論

理とその実践―組織論から図書館像へ―』（てんびん社、1972 年）17 頁〕。 

「よき意図を常に圧さえて来た政治に対して、真の現実に密着しながら忠告を与えることを、中国の『資

治通鑑』の幾十人の諫官達は死をもって守りつづけて来た。かの真実が必ず歴史の中に実現するという

彼等の確信を裏づけるかの如く、ここに、人民が、人民によって、人民のための法律を、ここに作ると

ころの機関として国立国会図書館ができ上がったのである。」〔中井正一「真理は我らを自由にする」同

上書 91 頁〕 

・ 支部図書館制度の企図する点は、①官僚主導の政治を脱却し、政治主導（＝国会中心）

の確立をめざすこと、②官僚セクショナリズムを打破し、行政省庁、国家機関横断的

な情報集約・分析・評価の仕組みを構築すること、③集約された情報が国会議員によ

る立法作業に役立つようにすること（憲法 41 条が規定する国会の「唯一の立法機関」

性の実質化）、にあると考えられる。 

・ 中井の構想は、さらに国会に対する「現代の諫官」として、国立国会図書館を位置づ

けている。 

・ 議会は得られた情報を活用できるのか。 

「国会事故調は報告書の中で、規制当局に対する国会の監視、政府の危機管理体制の見直し、電気事業

者の監視など「7 つの提言」をした。調査結果から導き出された「7 つの提言」は、本来、国会で充分

に討議された上で、「実施計画」が策定され、その進捗状況は国民と共有されるべきものだ。ところが、

事故から 5年が経った今も、国会では「実施計画」の討議すら満足に行われていない。」〔黒川清・元国

会事故調委員長（2016年 3月）https://gendai.ismedia.jp/articles/-/48136〕 

・ 「人民裁判的な国政調査権の実践」からの脱却。 

・ 議会としての事実認定を調査結果としてまとめ、報告書形式で示すことの重要性。 

・ 「極端ないい方をすれば、証人尋問をする委員の発言は、その一言一句まで委員会

の合意が必要だということになろう」〔松沢浩一「国政調査権の運用上の問題点」立

法と調査 100号（1980年）95頁〕 

・ 「委員会の論理」での集団的思惟機構の構想を著した中井正一は、「言う言葉」から

「書く言葉」をもつようになるのに人間はどんなに苦労したかと述べる。そして、
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「凡ての読者が執筆者になる」ことの要求と現実への憤りを示す。 

「『印刷される言葉』を発見したことは、大勢が共に話し合う機会・可能性の確保でもあった。しかし、

人々は、話し合いはしなかった」。〔中井正一『文化と集団の論理（中井正一全集第 4巻）』（美術出版社、

1981年）35頁〕 

・ 現実政治における「熟議」民主主義は、討論番組よろしく「言う言葉」の投げあい

に終始し、熟慮も討議もない状況にある。 

・ 「書く言葉」というフィールドに立ってこそ、平等で対等な発言者の討議が可能と

なり、自ずと熟慮が働くようになる。 

・ 記録→調査→熟議のための「書く言葉」のフォーラムとしての議会の可能性。 

  → 議会制とアーカイブズとの関係の理論構築。 

 

おわりに―デジタル時代の人文・社会科学とは 

〇 単純化された思考と視野狭窄 

→ 原理・原則を踏まえつつ、それを超越する非常識・予測不能な構想。 

〇 理論の偏重と経験の軽視。 

→ 問題の本質を分析し、実践を重んじる理論構成。 

〇 人間のメディア（道具）化 

→ 豊富な知識と教養、たゆまぬ批判精神と情熱。人間性の回復。 
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